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謹啓  

 貴職におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 私ども禁煙推進学術ネットワークは、専門の異なる医師・歯科医師が学術的観点から禁

煙推進のための社会貢献活動を行なうために 2006 年に事業として始め、現在 17 学会が参

加して、これまでに禁煙治療の医療保険適用、JR やタクシーの全面禁煙化、医歯学部の敷

地内禁煙の導入推進、地方自治体の建物内禁煙の推進などの活動を行なってきました。 

 受動喫煙は肺がんや心筋梗塞のリスクを上昇させることが、すでに科学的に証明されて

おり、わが国では受動喫煙による超過死亡は 6800 人と推算されています（資料１）。 

 「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」第 8条では、喫煙室や喫煙区域を設置

する「いわゆる分煙」では、受動喫煙を防止することは出来ないことから、サービス産業

も含むすべての職場を全面禁煙とする立法措置をとることを求めています。すでに、多く

の国でサービス産業を含むすべての職場を全面禁煙とする受動喫煙防止法が成立しました。

そのような国では国民全体の心筋梗塞や小児喘息が減尐したことが報告されています（資

料２）。一方、わが国では全面禁煙の事業場（職場）は 18％しかなく、逆に、54％の事業

場ではまったく対策がとられていない実態が 2007 年の厚生労働省の調査で明らかになっ

ています（資料３）。 

 これらの情勢をうけ、2010 年 6 月に閣議決定された「新成長戦略」では、2020 年までに

「受動喫煙のない職場の実現」が掲げられました。さらに、2010 年 12 月 22 日に労働政策

審議会から厚生労働大臣に提出された「今後の職場における安全衛生対策について（建議）」

では、職場における受動喫煙防止対策の抜本的強化が取り上げられ、受動喫煙防止対策を

事業者の義務とするべきことが述べています。しかし、この建議では喫煙室や喫煙区域を

設置する「いわゆる分煙」を認めるなど、不適切な内容が含まれています。「いわゆる分煙」

では受動喫煙を防止することはできません（資料４）。仮に、サービス産業に喫煙区域を認

めてしまうと、そこで働く従業員の職業的な受動喫煙を容認することとなってしまいます

（資料５）。また、建議では飲食店等のサービス産業の禁煙化は「営業上の支障が生じるた

め困難」としていますが、サービス産業も含めてすでに禁煙化が行われた国では、非喫煙

者の利用が増えてことにより営業成績は向上したことが報告されています（資料６）。 

 さらに、「受動喫煙の機会を低減させる」ための措置として換気を強化すべきことを推奨



していますが、室内のタバコ煙の濃度を低減するために、空調された空気も同時に排気す

ることになるため、膨大な電力のムダが発生します。私達の試算では、「職場における喫煙

対策のためのガイドライン」（2003 年、厚生労働省）で求められている内容に沿って喫煙

室を作成した場合、１つの喫煙室からは年間 11,000kWh 以上、金額にして 25 万円となりま

す（資料７）。全国的に節電が必要なこの社会情勢の中で、真っ先に実施せねばならないこ

とは喫煙室、喫煙区域からの余分な排気を止めることです。 

 

すべての労働者を受動喫煙から保護するために、サービス産業も含む屋内の
職場のすべてを全面禁煙とする労働安全衛生法の改訂を要望いたします。 
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資料１：わが国では受動喫煙による超過死亡は 6800 人 

 

 

文献：片野田耕太, 望月友美子, 雑賀公美子, 祖父江友孝わが国における受動喫煙起因死亡数の推計.  

      厚生の指標 2010 年   57 巻 13 号 14-20  



資料２：スコットランドの受動喫煙防止法により心筋梗塞・不安定狭心症が 17％減少 

 

 

 

・薄い棒グラフは受動喫煙防止法が施行される前、濃い棒グラフは施行後の入院患者数。 

・６月から３月までの比較、10 か月間の患者数は 17％減尐。 

 
文献：Pell JP, et al.: Smoke-free legislation and hospitalizations for acute coronary syndrome. N Engl J Med, 359 : 482 – 91, 2008. 

 

 

 

 

 

資料３：わが国の職場の受動喫煙防止対策の実態 

 

文献：「職場における受動喫煙防止対策に関する検討会 報告書」（厚生労働省、2010 年） 

 

 



資料４：喫煙専用室として設計された新幹線（N700 系）の喫煙室からの漏れ 

 

     

 

 

・喫煙者が退出するたびに、その身体の動きに伴われて煙が漏れています 

・肺に充満した煙を吐出しながら退室するため、喫煙者の呼気が受動喫煙の原因となります 
 
文献：大和 浩. 受動喫煙. 臨床と研究, 87: 752-760, 2010. 

 

 

 

 

  



資料５：飲食店従業員の職業的な受動喫煙 

      

・ 胸元の粉じん計で測定した個人曝露濃度は、禁煙区域では低く、喫煙区域では高い 

・ 喫煙者に接客する際には、その吐出煙とテーブルの灰皿から立ち上る副流煙の直接の曝露を

うけるため、従業員の個人曝露はさらに高い濃度になった 

文献：厚労科研費、平成 22 年度パンフレットより 

 

 喫煙区域と禁煙区域を壁で分離し、強力な排気装置をつけた場合のタバコ煙濃度のシミュレー

ション結果を示す。例え、物理的な隔離がある程度可能であったとしても、喫煙区域に立ち入ら

ねばならない従業員の職業的な受動喫煙の問題は解消されない。 

    

 

 

注：上の写真の状態を天井から見た場合のタバコ煙による汚染度、

（赤、橙はタバコ煙の汚染度が高く、青色は清浄）を示す。図中の

白い部分は厨房を示す。 

 

文献：厚労科研、平成 14 年度報告書より 

 

 

 

 

 

 



資料６：全面禁煙による飲食店の売り上げ変化なし 

      （ニュージーランドの受動喫煙防止法に関する調査） 

 
 
文献：松崎道幸. サービス業（バー・レストラン・ホテ
ル等）を法律で完全禁煙にしても売り上げは減らなかっ
た ―海外の経験のまとめ―.  日本禁煙学会雑誌. 3: 
66-72, 2008. 

 

 

 

 

 

 

資料７：喫煙室の維持に必要な電力と費用 

「職場における喫煙対策のためのガイドライン」で求

められている排気装置を備えた喫煙室を設置した場

合、タバコ煙と同時に空調された空気も屋外に排気す

ることとなります。 

 某電機メーカーでは、熱交換タイプの換気システムを導入することで、冷暖房のロスが

なくなり、経費の節減となることを試算しています。 

 

この試算に基づき、上記のような喫煙室の維持に必要な電力と費用を計算すると下記の様

になります。 

単純排気（350m3/時）にかかる電気代 

  暖房時 1 日 24 時間、月 30 日、年 4.7 月で 53,603 円 

  冷房時 1 日 24 時間、月 30 日、年 3.0 月で 54,173 円 合計 107,776 円 

 

喫煙室に必要な 1800m3/時の排気の電気代を試算 

  暖房時 1 日 13 時間、月 22 日、年 4.7 月で 109,503 円 

  冷房が 1 日 13 時間、月 22 日、年 3.5 月で 129,112 円 合計 238,615 円 

 

冷暖房のない中間期の電気代、年間を通しての照明代を加えると、 

喫煙室１カ所あたりの年間電気代は、25 万円と概算されます。 

電気代が 22 円/kWh ですから、11,364kWh の電力消費となります。 


